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 2008 年に神戸で開催された G8 環境大臣会合において「神戸・生物多様性のための行

動の呼びかけ」が合意された。その行動項目を踏まえ、日本政府は、政府、国際機関、

NGO、研究者、民間企業等の様々な関係者間の情報交換と対話を推進するために「神

戸生物多様性国際対話」を実施することを国際的に表明した。 

 このコミットメントに基づき、日本政府環境省は、生物多様性条約事務局、国際自然

保護連合（IUCN）、兵庫県、神戸市、日本経済団体連合会自然保護協議会、生物多様

性条約第 10 回締約国会議支援実行委員会（COP10 支援実行委員会）、日本航空の協力

のもと「神戸生物多様性国際対話」を 2009 年 10 月 15-16 日に神戸市で開催した。2010

年に名古屋で開催される国連生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）に向けて、

国内外から政府、国際機関、民間企業、NGO や研究者など約 300 人の参加を得て関連

議題について活発な議論が行われた。 

 特に、本会合では、来年の COP10 で議論される予定の様々な議題の中から「生物多様

性条約の実行への民間部門の参画」と「生物多様性条約戦略計画改定（ポスト 2010 年

目標）」に焦点を当て、様々な立場の人々の意見が表明された。 

 まず、開会に際して、主催者を代表し田島一成環境副大臣が、また井戸敏三兵庫県知

事、共催者代表の日本経済団体連合会自然保護協議会 真下正樹顧問からそれぞれ開

会を歓迎する挨拶が行われた。 

 引き続き行われた基調講演では、生物多様性条約事務局 アフメド・ジョグラフ事務

局長から COP10 に向けた計画の概要、その重要性、戦略計画やポスト 2010 年目標の

策定などの課題、生物多様性と生態系サービス、COP10 の主催国としての日本のリー

ダーシップへの期待について言及があった。引き続き、日本政府環境省 鈴木正規自

然環境局長から生物多様性保全に関する我が国の取組みと COP10 に向けたコミットメントが

提示された。 

 以下は、本会合の結果を取りまとめたものであり、生物多様性条約締約国に対して推

薦するものである。 

 

民間参画の進展と課題（議長：桐蔭横浜大学教授 涌井史郎、副議長：国際自然保護連合

（ＩＵＣＮ）チーフ・エコノミスト ジョシュア・ビショップ） 

 生物多様性条約においては、2006 年にブラジルのクリチバで開催された COP8 で、企

業を含む民間部門の参加を促す決議（VIII/17）が採択された。さらに、昨年ボンで開

催された COP9 では民間参画をさらに加速させるための決議（IX/26）も採択されてい
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る。こうした決議を契機として、世界各地で民間部門の生物多様性保全への取り組み

が進展した。 

 神戸で開催された本会合では、まず日本経済団体連合会、滋賀経済同友会、持続可能

な発展のための世界経済人会議（WBCSD）などの産業団体、またドイツ政府および日

本政府から生物多様性保全への民間参画に対する各種の宣言やツール、ガイドライン、

NGO 活動への資金支援の仕組み等の紹介と議論が行われた。 

 生物多様性の課題に取り組むために、倫理・科学・経済の 3 つのアプローチを均衡さ

せるべきとの認識が、議論の前提として共有された。 

 パネリストからの発表では、民間企業において生物多様性の取り組みが進んでいるこ

とが示され、生物多様性の保全を進める上で民間企業が重要な役割を担うことが指摘

されると共に、事業者と社会の連携の必要性が強調された。生物多様性保全への民間

参画の進展は、2010 年目標に関する進展の数少ない成功事例と考えられる。 

 同時に、民間参画に関連する様々な宣言やガイドライン、ツールなどが整備されてき

ていることが確認された。特に近年生物多様性に関する定量的な評価のためのツール

（経済的な評価を含む）の整備が進んでおり、それにより企業がより具体的でかつ自

主的な対策を的確に講じられることが期待される。この関連で、企業は定量的に評価・

計測できないものを管理しないという傾向があるとの指摘がなされた。 

 他方、定量化が容易にはできない文化的な生態系サービスなどについても重要性を認

識する必要がある。とりわけ企業が、地域活動を通じて地域の持続可能な生活文化と

その価値を支え、地域社会と事業者との密接な関係を活かして市民各層に生物多様性

の重要性を浸透させる努力をすべきとの認識が共有された。また、こうした文化には、

江戸時代に成功した日本のビジネスグループである近江商人の「三方よし」（売り手

よし、買い手よし、世間よし）という考え方も含まれる。 

 世界には多様な文化的価値が存在するが、各地の風土や文化は、生物多様性と不可分

な関係にある。そのような認識の上で、企業が NGO や地域コミュニティと協力しなが

ら様々な方法でローカルに取り組んでいる行動を、いかにグローバルな生物多様性の

目標と結びつけていくかが課題である。その際、成功事例、特に地域レベルでも実施

可能な成功例を多くの地域と共有できるような仕組みが必要との認識が共有された。 

 ビジネスセクターに対しては、生物多様性保全に関する実践的な活動と現実的な選択

肢をわかりやすい形で示していくことが重要である。能力開発と技術移転、情報交換

は生物多様性を保全するための重要な要素であり、企業がこれまで培った経験と知識

をグローバルに発信することの重要性が指摘された。 

 以上のように、生物多様性の保全に関して、倫理・科学・経済という軸と、全地球そ

して地方・地域という空間的な軸を認識し、事業者ならびに科学者が市民社会ととも

に、生物多様性に関する課題解決の手法をともに探っていくべきという認識が示され

た。 



3 

 

 経済のグローバル化が進んだ結果、企業においても消費者においても、生態系サービ

スが生存の基盤であるという事実の認識が薄れてきた。また、都市化が進んだ結果、

市民、なかでも子供達が日常的に自然と触れ合う機会が減少している。生物多様性に

対する支援を確立するためには、未来の世代を担う子供に自然を体感してもらい、生

物多様性の重要性を体感してもらうことが重要であり、都市と生物多様性の関係にさ

らに着目すべきとの指摘があった。 

 企業の活動を変える要因として消費者の役割も強調された。消費者、とりわけ子供な

らびに女性たちの行動を変えるためには、NGO や政府の役割も重要である。 

 多様な国や地域の中で、複雑な生物多様性や生態系サービス、そしてそれを基盤にし

た文化が存在することを認識し、多様なステークホルダーが生物多様性に関する様々

なコミットメントを実現するために取り組んでいることを認識し、ビジネス、市民、

政府など多様なセクター間の対話を持続的かつ前向きに図るためのプラットフォーム

の構築が重要であるとの認識が共有された。 

 

 引き続き、異なるビジネスセクターの生物多様性に関する取り組み事例として、生物

多様性に大きな“フットプリント”を持つ事業者、基本的な原材料を生物多様性に依

存する事業者、金融サービス事業者、新たな生物多様性事業モデルを目指す事業者か

ら生物多様性とビジネスのリスクとチャンスについて事例発表と議論が行われた。 

 ビジネスは生物多様性に影響を与えたり、依存したりしており、リスクとチャンスの

両者を生み出しているが、それらは徐々に企業戦略にとって重要なものとみなされる

ようになってきている。業種によって生物多様性損失に対する責任の重さは異なるも

のの、すべてのビジネスセクターは、天然資源へのアクセスが制約されていく一方で、

生物多様性に関する社会の関心が高まっているという事実の影響を受けている。 

 企業が生物多様性の測定、評価及び情報公開を行うことは重要な第一歩であり、企業

はそれらの結果を踏まえ、経営の有り方や投資方針を検討する必要がある。更には、

測定や評価を実施する為の新たなツールやアプローチ（GIS/地図ツール、サプライチ

ェーンマネジメント、直接影響のオフセット（相殺）等）を試みることがビジネスに

とっては重要である。同時に、従来から取り組まれてきた、費用対効果の高いツール

（リサイクル、エネルギー効率、CO2 排出の削減、持続可能な森林管理等）を継続し

て開発し、活用していく必要性が認識された。 

 生物多様性の保全及び生態系の回復は、企業にとって大きなビジネスチャンスとなり

得る。ノーネットロスやネットポジティブインパクトの考え方を生物多様性の問題に

適用した経験を国際的なレベルでレビューする必要がある。更に、生物多様性に関す

るビジネスチャンスとして、流域保全を通じた水の利用・処理費用の削減可能性や、

認証制度やラベル制度の活用による企業ブランドの向上、新商品の開発や新たな市場

開拓（バイオテクノロジー、バイオミミクリー、REDD 等）などが議論された。 
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 生物多様性をビジネスにおいて主流化していくことは、企業の自主的な取組、市場志

向型の政策や規制、生物多様性に関する新たなビジネスツールの開発、融資、コミュ

ニケーション等を通じて達成される。そのため、民間企業の活動に助言や資金を提供

し、且つリスク管理を行なう金融／ビジネスセクター等、多様なセクターの参加を検

討することが重要と考えられる。 

 生物多様性とビジネスを統合していくことは貧困削減と持続可能な発展にもより幅広

く寄与するものである。政府は、適宜、生態系サービスに対する支払いなどの革新的

金融・インセンティブメカニズムを地域的・全国的・国際的なレベルで構築すること

で、貧困削減にも資する事業を支援することができる。 

 生物多様性の情報の提供・管理の面においても、ビジネスの参加が重要であるという

認識が共有された。加えて、名古屋で採択される生物多様性条約戦略計画の目標をは

じめとする生物多様性に関する国際的なコミットメントは、民間セクターにとって明

確かつ測定可能なものであるべきとの指摘があった。生物多様性そのものを計測する

のは現段階ではきわめて困難であるが、特定の構成要素、たとえば絶滅危惧種や異な

る生態系の大きさと健全性を評価することは可能である。 

 2010 年国際生物多様性年は、持続可能な発展を進める上で生物多様性の保全が重要な

役割を果たすことを広める絶好の機会となるとの認識が共有された。 

 

生物多様性条約戦略計画の改訂（ポスト 2010 年目標の設定）（議長：ＩＵＣＮ元地域理事 

赤尾信敏、副議長：ＩＵＣＮ 上席科学顧問 ジェフリーＡ．マクニーリー） 

 COP10 では、2010 年までに生物多様性の減少速度を顕著に減速させるという、いわゆ

る「2010 年生物多様性目標」の進捗の評価やこの目標を含む生物多様性条約の戦略計

画の見直しが予定されている。 

 本会合では、この 2010 年目標の評価が行われるとともにポスト 2010 年の目標枠組み

の設定と実施のあり方について議論を行った。ポスト 2010 年目標のあり方について、

IUCN から目標枠組みの 4 つのオプションについて紹介があり、日本政府からは日本

提案（素案）の紹介があった。また、生態系と生物多様性の経済学（TEEB) の研究の

初期的な成果に関する紹介が行われた。日本の市民セクターからポスト 2010 年目標に

対する意見が表明され、2010 生物多様性指標パートナーシップなどの目標の設定やモ

ニタリングのための指標のあり方についても取り組みの紹介や議論が行われた。 

 

 2010 年目標については達成できない可能性が高いことが指摘された。また、2010 年目

標の課題並びに欠点として、抽象的で明確さに欠けること、定量的評価が難しいこと、

ベースラインに欠けること、実施のための効果的手段に欠けること等があげられた。

2010 年目標から得た教訓を踏まえ、ポスト 2010 年目標は、意欲的かつ現実的で実現

可能なもので、科学的根拠に基づき測定可能なものであるべきであるとの提案がなさ
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れた。さらに、プラスの取組みを評価できる枠組みであること、すべての関係者にと

っての目標であるべきとの指摘があった。 

 新たな戦略計画の策定及び実施において、政府、NGO、民間企業、市民、研究者をは

じめ、多様なセクターや関係者の参画が不可欠であることが共有された。戦略計画は

変更可能なものとすべきであり、定期的に見直し、新たな情報や技術が利用可能にな

った場合には更新すべきであることが認識された。 

 生物多様性と気候変動との密接かつ複雑な関係を今後も強調していくべきであること、

また、生物多様性、生態系サービス及び人類の福利はすべて同じ方程式の一部であり、

同時に検討されるべきであることが指摘された。 

 現在進められている TEEB の研究は、G8 環境大臣会合を契機に開始されたものであり、

生物多様性と生態系の管理について関心を持っている市民にとって、生物多様性の経

済的側面に関する最も総合的な情報となる。また、TEEB は、生物多様性条約に関す

る政策対話に多大な貢献をもたらすものとの期待が表明された。 

 名古屋での COP10 において生物多様性条約の新たな戦略計画が検討され、採択される

よう、様々な関係者（IUCN、日本政府、国連環境計画世界動植物保全監視センター

（UNEP-WCMC）を含む）が、現在進行中のプロセスに貢献していることが報告され

た。ポスト 2010 年目標に関する日本提案（素案）について、会議出席者より歓迎の意

が表されるとともに、具体的な個別目標や達成手法が提案されたことが高く評価され

た。また、今後数ヶ月間、新たな戦略計画の作成準備が地球規模で進められる予定で

あることが生物多様性条約事務局より紹介された。 

 生物多様性に関わるすべての活動を実施する上で、科学と政策担当者との対話及びイ

ンターフェースの強化が重要であり、その意味で、提案中の生物多様性と生態系サー

ビスの政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）が多大なる利点をもたらすと考え

られることが共有された。 

 市民社会は生物多様性条約の新たな戦略計画に向けた政府の取組を支援するために重

要な役割を果たすと考えられる。特に生物多様性に関する実践的な活動を行っている

市民や NGO を巻き込むことが重要であると認識された。 

 生物多様性条約の新たな戦略計画に関するいくつかの指標は、具体的なデータに基づ

き作成されている。しかし、他の指標は統計的根拠に乏しい。そのため、データと指

標の両者を強化するために更なる研究が必要であると共に、その関連性を高める必要

がある。理想的には、指標はポスト 2010 年のビジョン、最終目標、及び目標と共に作

成するべきであることが強調された。その推進に向けて、各締約国には生物多様性国

家戦略及び行動計画を 2012 年（COP11）までに策定及び改定することが勧められる。 

 さらに、ポスト 2010 年目標の実施と達成を後押しするために、地球環境ファシリティ

（GEF）等の資金メカニズム、保護地域の役割、地方自治体の役割、日本政府が提唱

する SATOYAMA イニシアティブの果たす役割、科学的モニタリング体制や IPBES な
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どの政策と科学のインターフェースの必要性などについて発表と議論が行われた。 

 ポスト 2010 年目標実施に関連し、特に途上国における生物多様性保全を促進するため

に、既存の二国間援助や GEF、世銀、地域開発銀行、その他国際機関等、多国間援助

機関の果たす役割の重要性が強調された。この関連で、GEF 第 5 次増資の交渉プロセ

スが議論された。市民団体や民間等による支援の枠組みを充実させると同時に、

REDD+やグリーン開発メカニズム（GDM）等の新たな金融メカニズムやインセンテ

ィブメカニズムの導入についても検討の必要があることが指摘された。この点で、生

物多様性損失を押しとどめるための財政面の課題に関する重要性が強調された。 

 また、能力開発、人材育成、技術支援だけでなく、モニタリングと実施の強化が重要

との指摘があった。さらに、生物多様性の保全における民間セクターの役割が拡大し

ている今、政府機関と企業、NGO とのパートナーシップの重要性が増していることが

確認された。特に気候変動の枠組みで行われている技術移転や南南協力のプログラム

が参考になる。 

 貧困削減のみならず文化的及び社会的持続可能性のためにも保護地域が重要であるこ

とが指摘された。この関連で、既存の保護地域の管理状況の向上と、特に海域での保

護地域の拡充が必要であるとの認識が共有された。また、気候変動の緩和及び適応の

ためにも保護地域が重要である点や、研究機関による保護地域の社会的・経済的な費

用対効果の分析を行う必要性が指摘された。陸上の保護地域の発展・拡充にあたって

の NGO の役割も紹介された。 

 海洋生物多様性保全に関する国際的目標を策定し、実施する必要があることが強調さ

れた。 

 海洋保護区の適切な管理とアセスメントの実施、また気候変動問題と他の海洋保護活

動の統合的な対応が強調された。また、ポスト 2010 年目標において、海洋及び淡水地

域の生物多様性への配慮が必要であると指摘された。 

 保護地域の外側も含め、いかに生物多様性の保全と持続可能な利用を進めていくこと

ができるかが重要である。SATOYAMA イニシアティブがポスト 2010 年目標の実施を

支援する参考事例ないしはツールとして国際的に貢献できる可能性があるという認識

が確認された。この関連で、情報共有を促進し、天然資源管理に関する議論を進める

と同時に、世界各地の事例を収集・分析するために、「SATOYAMA 国際パートナーシ

ップ」を設立することが提案された。保護地域と SATOYAMA ないしは同様のイニシ

アティブに関するアプローチは適切な科学的なデータと社会経済的な影響に基づくも

のであることが強調された。 

 効果的な生物多様性保全計画策定のため、国際的なネットワーク化を図り、科学的デ

ータの収集と活用を推進することが重要であることが確認された。更に、収集された

データをより有効に活用するため、異なる種類のデータを統合する必要があることが

指摘された。この点で、企業や市民、NGO と協力した科学的なモニタリングの実施体
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制の拡充と人材養成を強化していく必要がある。また、IPBES などのメカニズムを通

じて、優れた科学・政策インターフェースを構築することの重要性が確認された。 

 

最後に 

 二日間の本会合を通じて議論された成果を、来年の COP10 に向けたプロセスや様々な

関連会合の場において、また、関連機関のウェブサイトを通じて、幅広くコミュニケ

ートしていくことが合意された。また、本会合で指摘された主要項目について引き続

き議論を継続していく重要性が指摘された。 

 最後に、参加者は環境省、生物多様性条約事務局、IUCN、兵庫県、神戸市、日本経済

団体連合会自然保護協議会、COP10 支援実行委員会、日本航空その他本会合の開催に

携わった多くの関係者に謝意を表した。 


